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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ベルト内部全体に残留する溶媒が１．５質量％～５．０質量％であり、且つベルト外周
表面から膜厚方向へ３μｍ以内の領域に存在する溶媒が０．１質量％以下であることを特
徴とするポリイミド樹脂無端ベルト。
【請求項２】
　ベルト外周表面及び内周表面の、ＪＩＳ　Ｂ０６０１（２００１）に規定される表面粗
さＲａが０．２μｍ以下であることを特徴とする請求項１に記載のポリイミド樹脂無端ベ
ルト。
【請求項３】
　ＪＩＳ　Ｋ７１２７（１９９９）に規定される引張弾性率が６．０ＧＰａ以上であるこ
とを特徴とする請求項１又は２に記載のポリイミド樹脂無端ベルト。
【請求項４】
　３５℃の温度下で、ベルトに３９．２Ｎの張力をかけたときのベルト周長方向の吸湿膨
張率が２０ｐｐｍ／％ＲＨ以下であることを特徴とする請求項３に記載のポリイミド樹脂
無端ベルト。
【請求項５】
　９．８Ｎの荷重をかけて行うＭＩＴ試験法による耐折回数が３０００回以上であること
を特徴とする請求項１～４のいずれか１項に記載のポリイミド樹脂無端ベルト。
【請求項６】
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　請求項１～５のいずれか１項に記載のポリイミド樹脂無端ベルトを有することを特徴と
する画像形成装置。
【請求項７】
　ポリイミド前駆体溶液を円筒成形管の外周面に塗布してポリイミド前駆体塗膜を形成す
るポリイミド前駆体塗膜形成工程と、
　前記ポリイミド前駆体塗膜が形成された円筒成形管を２４０℃～２８０℃の温度範囲ま
で３℃／分～１０℃／分の昇温速度で加熱する第１の加熱工程、並びに、前記第１の加熱
工程を経た前記ポリイミド前駆体塗膜が形成された前記円筒成形管を２８０℃～４００℃
であって前記第１の加熱工程における温度よりも高い温度範囲まで１℃／分～３℃／分で
あって前記第１の加熱工程における昇温速度よりも遅い昇温速度で加熱する第２の加熱工
程によってポリイミド皮膜を形成するポリイミド皮膜形成工程と、
　を有することを特徴とするポリイミド樹脂無端ベルトの製造方法。
【請求項８】
　前記ポリイミド皮膜形成工程を経た前記ポリイミド皮膜が形成された前記円筒成形管を
室温で放置するよりも早い速度で冷却する冷却工程を有することを特徴とする請求項７に
記載のポリイミド樹脂無端ベルトの製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電子写真複写機、プリンター、ファクシミリ、これらの複合機等電子写真方
式を用いた画像形成装置に用いるポリイミド樹脂無端ベルト、それを用いた画像形成装置
及びポリイミド樹脂無端ベルトの製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　電子写真方式を応用した画像形成装置は、無機又は有機光導電性感光体からなる潜像担
持体上に一様な電荷を形成し、画像信号を変調したレーザーや発光ダイオード光等で静電
潜像を形成した後、帯電したトナーで前記静電潜像を現像して可視化したトナー像とする
。そして、上記トナー像を、中間転写体を介して或いは直接、記録紙やＯＨＰ等の転写材
に静電的に転写し、さらにこれを加熱や加圧することによって転写材に定着させて、所要
の再生画像を得る。
【０００３】
　前記画像形成装置に用いられる中間転写体や転写搬送部材の材料としてはポリカーボネ
ート樹脂（ＰＣ）、ポリフッ化ビニリデン（ＰＶＤＦ）、ポリアルキレンフタレート、Ｐ
Ｃ／ポリアルキレンフタレート（ＰＡＴ）のブレンド材料、エチレンテトラフルオロエチ
レン共重合体（ＥＴＦＥ）等の熱可塑性樹脂からなる半導電性の無端ベルト等が提案され
ている（例えば、特許文献１、２参照）。また、機械的特性及び熱特性等に優れたポリイ
ミド樹脂を主成分とし、カーボンブラックを導電性微粉末として分散させた中間転写ベル
トが提案されている。尚、高速のフルカラー画像形成装置などには、近年、感光体を複数
個並べたタンデム方式が用いられることが多く、その中間転写ベルトには、カラーレジ防
止のために高弾性率の材料を用いることが必要であり、その点でも、ポリイミド樹脂は非
常に優れている。
【０００４】
　しかしながら、高弾性率のポリイミド樹脂は、一般的に脆性が大きく、可撓性に乏しい
。これらの性質は、画像形成装置内の中間転写ベルトや転写搬送ベルト等として使用した
ときに、取り付け時或いは走行中の蛇行による割れの原因となる。また、潜像担持体と転
写ロール間のニップ追従性が損なわれることによる転写不良を発生させる原因となること
もある。
【０００５】
　これに対し、高弾性率と可撓性のバランスを検討したポリイミド樹脂製半導電性ベルト
が提案されている（例えば、特許文献３参照）。これは、剛性の大きな分子骨格を持つポ



(3) JP 4241543 B2 2009.3.18

10

20

30

40

50

リイミド分子Ａ成分（ジアミン残基がｐ－フェニレンジアミンからなる）と可撓性の大き
な分子骨格を持つポリイミド分子Ｂ成分（ジアミン残基が４,４’－ジアミノフェニルエ
ーテルからなる）を共重合或いはブレンドすることによって剛性と可撓性のバランスを実
現しているものである。しかしながら、ここでは重合工程が煩雑になりコストアップに繋
がるばかりでなく、Ａ成分単独からなるポリイミド樹脂よりも弾性率が劣り、Ｂ成分単独
からなるポリイミド樹脂よりも可撓性が劣るという問題が生じる。
【０００６】
　また、高弾性率と可撓性のバランスを検討したポリイミド樹脂製半導電性ベルトの別の
例として、ベルト製造時に、イミド化反応前の溶媒量（固形分量）を制御することにより
、ポリイミド分子の配向を制御し、ベルト周方向の弾性率を大きく、周方向の曲げ硬さを
小さくするものがある（例えば、特許文献４参照）。しかしながら、ここでは、イミド化
反応前に溶媒を蒸発させるため、乾燥をゆっくりおこなう必要があり製造時間が長くなる
という課題がある。また、弾性率や曲げ硬度に方向性があり、ベルト回転方向（周方向）
の転写性に寄与する可撓性と、ベルト幅方向の蛇行などに対する割れ防止に寄与する可撓
性を両立できないなどの問題がある。
【０００７】
　さらに、ポリイミド樹脂製半導電性ベルトを、中間転写ベルトなどの転写部材に用いる
場合には、機械的な強度だけでなく、電気抵抗の経時安定性が求められる。すなわち、カ
ーボンブラックを分散させたポリイミド樹脂ベルトは、抵抗値の電圧依存性が大きいため
、転写部において印加した電圧集中が起こり、転写電圧により電気抵抗値が低下する課題
がある。これは、例えば、多重色のカラー画像のような比較的厚いトナー層を含むパッチ
像を連続して転写を繰り返すうちに、ポリイミド樹脂製中間転写ベルト上のパッチ像に相
当する部分の表面抵抗が周囲より低下したり、葉書のような小さな紙に繰り返し転写を行
うことによって、ポリイミド樹脂製中間転写ベルト上の、葉書が通過した部分の表面抵抗
が周囲より低下したりする課題である（例えば、特許文献５、６参照）。
【０００８】
　このような課題に対し、ベルト中の残留溶媒量を少なく（１ｐｐｍ以下）することによ
って、ポリイミド樹脂製中間転写ベルトの抵抗低下が防止できることが提案されている（
例えば、特許文献７参照）。しかしながら、ポリイミド樹脂ベルトを乾燥させすぎて残留
溶媒量を少なくすることは、ベルトの脆性を大きくし、可撓性を小さくする。
【特許文献１】特許第２５６０７２７号公報
【特許文献２】特開平５－７７２５２号公報
【特許文献３】特開２００１－１４２３１３号公報
【特許文献４】特開２００４－６２１６９号公報
【特許文献５】特開２０００－１７２０８５号公報
【特許文献６】特開２００１－３２４８８０号公報
【特許文献７】特開平１１－２４４２７号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　本発明は、前記した従来における諸問題を解決し、以下の目的を達成することを課題と
する。
　即ち、本発明は、環境の変化や長期間の使用に対しても変形が少ない高弾性率と、小さ
なキズや折れによっても割れにくく、曲率の小さな感光体を用いてもニップ追従性が良い
ために転写性を損なうことのない可撓性と、を兼ね備え、また、高速適用性、耐久性、強
度に優れると共に、繰り返しの使用によっても部分的な抵抗低下をおこさないポリイミド
樹脂無端ベルトを低コストで提供することを目的とする。
　更に、本発明は、上記ポリイミド樹脂無端ベルトを中間転写ベルト等として用いた画像
形成装置を低コストで提供することを目的とする。
　また、本発明は、前記ポリイミド樹脂無端ベルトが得られる製造方法を提供することを
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目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明者らは、ポリイミド樹脂無端ベルト中の残留溶媒がベルトに可撓性をもたらすこ
とに着目するとともに、ポリイミド樹脂無端ベルトを中間転写ベルト等として用いたとき
の表面電気抵抗低下の原因が、ベルトの外周面（転写面）側のごく浅い領域に残留する溶
媒に起因することを解明した。また、引張弾性率の制御により、該ベルトを中間転写ベル
ト等として用いた時にカラーレジの発生を有効に防止し高品質の画像が得られることを解
明した。
　これらより鋭意検討の結果、前記課題の解決のため、下記の本発明を完成するに至った
。
【００１１】
　即ち、本発明は、
　＜１＞　ベルト内部全体に残留する溶媒が１．５質量％～５．０質量％であり、且つベ
ルト外周表面から膜厚方向へ３μｍ以内の領域に存在する溶媒が０．１質量％以下である
ことを特徴とするポリイミド樹脂無端ベルトである。
【００１２】
　＜２＞　ベルト外周表面及び内周表面の、ＪＩＳ　Ｂ０６０１（２００１）に規定され
る表面粗さＲａが０．２μｍ以下であることを特徴とする前記＜１＞に記載のポリイミド
樹脂無端ベルトである。
【００１３】
　＜３＞　ＪＩＳ　Ｋ７１２７（１９９９）に規定される引張弾性率が６．０ＧＰａ以上
であることを特徴とする前記＜１＞又は＜２＞に記載のポリイミド樹脂無端ベルトである
。
【００１４】
　＜４＞　３５℃の温度下で、ベルトに３９．２Ｎの張力をかけたときのベルト周長方向
の吸湿膨張率が２０ｐｐｍ／％ＲＨ以下であることを特徴とする前記＜３＞に記載のポリ
イミド樹脂無端ベルトである。
【００１５】
　＜５＞　９．８Ｎの荷重をかけて行うＭＩＴ試験法による耐折回数が３０００回以上で
あることを特徴とする前記＜１＞～＜４＞のいずれか１項に記載のポリイミド樹脂無端ベ
ルトである。
【００１６】
　更に、本発明における画像形成装置は、
　＜６＞　前記＜１＞～＜５＞のいずれか１項に記載のポリイミド樹脂無端ベルトを有す
ることを特徴とする画像形成装置である。
　また、本発明におけるポリイミド樹脂無端ベルトの製造方法は、
　＜７＞　ポリイミド前駆体溶液を円筒成形管の外周面に塗布してポリイミド前駆体塗膜
を形成するポリイミド前駆体塗膜形成工程と、
　前記ポリイミド前駆体塗膜が形成された円筒成形管を２４０℃～２８０℃の温度範囲ま
で３℃／分～１０℃／分の昇温速度で加熱する第１の加熱工程、並びに、前記第１の加熱
工程を経た前記ポリイミド前駆体塗膜が形成された前記円筒成形管を２８０℃～４００℃
であって前記第１の加熱工程における温度よりも高い温度範囲まで１℃／分～３℃／分で
あって前記第１の加熱工程における昇温速度よりも遅い昇温速度で加熱する第２の加熱工
程によってポリイミド皮膜を形成するポリイミド皮膜形成工程と、
　を有することを特徴とするポリイミド樹脂無端ベルトの製造方法である。
　＜８＞　前記ポリイミド皮膜形成工程を経た前記ポリイミド皮膜が形成された前記円筒
成形管を室温で放置するよりも早い速度で冷却する冷却工程を有することを特徴とする前
記＜７＞に記載のポリイミド樹脂無端ベルトの製造方法である。
【発明の効果】
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【００１７】
　本発明によれば、環境の変化や長期間の使用に対しても変形が少ない高弾性率と、小さ
なキズや折れによっても割れにくく、曲率の小さな感光体を用いてもニップ追従性が良い
ために転写性を損なうことのない可撓性と、を兼ね備え、また、高速適用性、耐久性、強
度に優れると共に、繰り返しの使用によっても部分的な抵抗低下をおこさないポリイミド
樹脂無端ベルトを低コストで提供することができる。
　更に、本発明によれば、上記ポリイミド樹脂無端ベルトを中間転写ベルト等として用い
た画像形成装置を低コストで提供することができる。
　また、本発明によれば、前記ポリイミド樹脂無端ベルトが得られる製造方法を提供する
ことができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１８】
＜ポリイミド樹脂無端ベルト＞
　本発明におけるポリイミド樹脂無端ベルトは、ベルト内部全体に残留する溶媒が１．５
質量％～５．０質量％であり、且つベルト外周表面から膜厚方向へ３μｍ以内の領域に存
在する溶媒が０．１質量％以下であることを特徴とする。
【００１９】
　以下、上記本発明について詳細に説明する。
【００２０】
　（残留溶媒）
　従来、ベルトの電気抵抗の低下を防止するため、ベルト中の残留溶媒をできる限り除去
していたが、そのためにはベルトを高温で長時間処理するか、或いはベルトの表裏面両側
から加熱乾燥させるなどの工程を経なければならず、コストアップになるのみならず、加
熱させすぎることによってベルトが劣化してしまうという問題があった。本発明者らは、
ポリイミド樹脂無端ベルト中の残留溶媒がベルトに可撓性をもたらすことに着目すると共
に、ベルトの表面（転写面）付近の残留溶媒が少なければ抵抗低下を防止できることを解
明した。
【００２１】
　よって、本発明のポリイミド樹脂無端ベルトは、ベルト中に残留する溶媒が、１．５質
量％～５．０質量％の範囲にあることを特徴とする。上記溶媒が１．５質量％未満では、
目的とするベルトの可撓性を十分得ることができず、また、５．０質量％を超えると、内
部から溶媒がブリードし、ポリイミド樹脂無端ベルトと接触する感光体や転写ロールを汚
染することがある。尚、ベルト中に残留する溶媒量は、高弾性率と可撓性を両立させ長期
間連続して安定した使用を可能とする効果が顕著となる観点から、２．０質量％～３．０
質量％であることがより好ましく、２．２質量％～２．７質量％であることが特に好まし
い。
【００２２】
　また、本発明においては、ベルトの外周表面から膜厚方向へ３μｍ以内の領域に存在す
る溶媒が０．１質量％以下であることが必要とされる。ベルト外周表面（転写面）３μｍ
以内の残留溶媒量が０．１質量％を超えると、繰り返し転写を行うことによってベルト表
面の部分的な抵抗低下が発生する。尚、ベルトの外周表面から膜厚方向へ３μｍ以内の領
域に存在する溶媒量は、０．０５質量％以下であることがより好ましく、０．０１質量％
以下であることが特に好ましい。尚、後述する定量方法では０．０００１質量％（１ｐｐ
ｍ）以下の残留溶媒量の測定が困難であることから、ここでの好ましい下限値の設定は困
難である。この表面抵抗のメカニズムは明らかになっていないが、本発明者らは、転写電
界の集中によって起こるベルトの表面抵抗低下が、ベルトの極表層で起こる現象であるこ
とを発見し、本発明に至った。
【００２３】
　残留溶媒の定量には、熱抽出ガスクロマトグラム質量分析装置を用いた。ベルトを２～
３ｍｇ程度に切り取り、正確に秤量後、熱抽出装置（ＰＹ２０２０Ｄ：フロンティアラボ
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社製）に入れて４００℃に加熱した。揮発成分を３２０℃のインターフェイスを経てガス
クロマトグラム質量分析装置（ＧＣＭＳ－ＱＰ２０１０：島津製作所製）に注入し、定量
した。すなわち、ヘリウムガスをキャリアガスとして、試料から揮発した量の１／５１（
スプリット比５０：１）を線速度１５３．８ｃｍ／秒（カラム温度５０℃でのキャリアガ
ス流量１．５０ｍｌ／分、圧力５０ｋＰａ）で、 内径０．２５μｍφ×３０ｍのカラム
（フロンティアラボ社製キャピラリーカラムＵＡ－５）に注入した。次いで、５０℃で３
分間保持した後、カラムを毎分８℃の割合で４００℃まで昇温させ、同温度で１０分間保
持して、揮発成分を脱着させた。さらに、インターフェイス温度３２０℃で揮発成分を質
量分析装置に注入し、溶媒に相当するピークの面積を求めた。（同条件で分析した場合、
例えば、Ｎ－メチル－２－ピロリドンは、リテンションタイム ９．８分（質量数９９）
のピークに相当する。）定量は、既知量の同一溶媒で予め検量線を作成しておこなった。
【００２４】
　また、ベルトの外周表面から膜厚方向へ３μｍ以内の領域に存在する溶媒の定量方法と
しては、ベルトの表面をカミソリで削り取り、そのベルト削り粉を試料として用いて上記
と同様の定量をおこなった。削り取った深さ（ベルト外周表面から膜厚方向への深さ）は
、試料を削り取る前後のベルト膜厚を測定し、差分によって知ることができる。尚、ベル
トの膜厚測定は、渦電流方式のフィルム膜厚測定器（（株）フィッシャー・インストルメ
ンツ製イソスコープＭＰ３０、プローブ：ＥＡＴ３．３）を用いておこなった。
【００２５】
　ベルト中の残留溶媒量を制御する方法については、後記のポリイミド樹脂無端ベルトの
製造方法において詳述する。
【００２６】
　（表面粗さＲａ）
　本発明においては、ベルトの外周表面及び内周表面の、ＪＩＳ　Ｂ０６０１（２００１
）に規定される表面粗さＲａが０．２μｍ以下であることが好ましい。ベルトの外周表面
或いは内周表面のどちらか一方でも表面粗さＲａが０．２μｍを超えるものであると、電
界の集中が起きやすくなり、抵抗低下の発生要因となる。また、より抵抗の維持性が向上
する観点から、両面ともＲａが０．１μｍ以下であることがより好ましく、０．０５μｍ
以下であることが特に好ましい。尚、特に制限されるわけではないが、ベルトと金型との
密着性が強まりすぎ、脱型しにくくなるという観点から、下限は０．０１μｍ以上である
ことが一般的である。
【００２７】
　表面粗さＲａは、表面粗さ形状測定器（東京精密社製サーフコム１４００Ａシリーズ）
を用い、ＪＩＳ  Ｂ０６０１（２００１）に準じて測定した。詳しくは、測定長さ２．５
ｍｍ、カットオフ波長０．８ｍｍ、測定速度０．６０ｍｍ／ｓの条件で、ベルト１本につ
き２４箇所（幅方向３箇所×周方向８箇所）を測定し、その平均値をベルトの表面粗さＲ
ａとした。表面粗さの測定は、ベルトの外周表面（転写面）、内周表面（裏面）の両方に
ついておこなった。
【００２８】
　（引張弾性率）
　本発明においては、ＪＩＳ　Ｋ７１２７（１９９９）に規定される引張弾性率が６．０
ＧＰａ以上であることが好ましい。６．０ＧＰａ以上の高弾性率を有することにより、強
い張力を掛けて高速回転させてもベルトの周長が伸びることなく、例えば中間転写ベルト
に用いた場合でも、カラーレジ（中間転写ベルトの変形による転写位置のズレ）の小さな
高品質の画像を得ることができる。尚、７．０ＧＰａ以上であることがより好ましく、８
．０ＧＰａ以上であることが特に好ましい。また、特に制限されるわけではないが、画像
形成装置内でのベルトの回転をスムーズに行い、蛇行制御機構などを有効に作動させると
いう観点から、上限は１０ＧＰａ以下であることが一般的である。
【００２９】
　上記引張弾性率は、ポリイミド樹脂の化学構造を選択するとともに、イミド化反応率を
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高めることによって、上記の範囲に制御することができる。
【００３０】
　引張弾性率の測定は、ＪＩＳ　Ｋ７１２７（１９９９）に準じておこない、周方向のみ
５回測定した平均値を測定値とした。より詳しくは、ダンベル３号の打ち抜き試験片（幅
５ｍｍ）を作製し、アイコーエンジニアリング社製ＭＯＤＥＬ－１６０５Ｎを用いて、引
張速度２０ｍｍ／ｍｉｎで測定した。
【００３１】
　（吸湿膨張率）
　本発明においては、安定した回転走行を実現し、中間転写ベルト等として用いたときの
カラーレジの発生を防止する目的から、張力を掛けた状態での吸湿膨張率が小さいことが
好ましい。
【００３２】
　高品位の画像を得るためには、ポリイミド樹脂無端ベルトの湿度差による周長変化（吸
湿膨張率）が、１％ＲＨ当たり２０ｐｐｍ以下であることが好ましく、１５ｐｐｍ以下で
あることがより好ましい。
　吸湿膨張率の測定は、以下の手順でおこなう。３９．２Ｎ（４ｋｇｆ）の張力を掛けた
ベルトを、３５℃で２０％ＲＨに２４時間放置した後、その環境下においたままベルトの
周長を測定し、次に３５℃で８５％ＲＨに２４時間放置した後、その環境下においたまま
ベルトの周長を測定する。これを３回繰り返し、３５℃で２０％ＲＨの平均周長と３５℃
で８５％ＲＨの平均周長を求め、それらの差分を算出し、湿度に対する周長の変化の比率
を求め、ベルトの吸湿膨張率とする。
【００３３】
　上記吸湿膨張率は、ポリイミド樹脂の化学構造を選択するとともに、イミド化反応率を
高めることによって、上記の範囲に制御することができる。
【００３４】
　この吸湿膨張率の測定は、ベルトから試験片（幅２５．４ｍｍ、測定長さ１４９ｍｍ）
を切り出しておこなうことができる。試験片は、長手方向をベルトの周方向と平行にする
ことが必要である。その場合の試験片に掛ける荷重は、次式から求める。
【００３５】
　試験荷重（Ｎ）＝３９．６（Ｎ）×[２５．４（ｍｍ）／ベルト幅（ｍｍ）]
【００３６】
　（耐折回数）
　本発明のポリイミド樹脂無端ベルトは、その効果として十分な可撓性を有する。可撓性
が小さいと、画像形成装置内でベルトが蛇行したときに、端部に無理な力が加わり、ベル
ト割れの原因となる。また、小さな折れやキズをきっかけとして、簡単にベルト破断を生
じさせてしまう。さらに、中間転写ベルトとして用いた場合に、１次転写部で、感光体と
転写ロール間のニップに追従性が悪くなり、細線の転写性が悪くなるなど、画質不良を生
じさせる。
【００３７】
　電子写真方式の画像形成装置内の中間転写ベルト、転写搬送ベルト等に必要な可撓性の
指標を検討した結果、９．８Ｎ（１ｋｇｆ）の荷重をかけておこなうＭＩＴ試験法による
耐折回数が３０００回以上であることが必要であることを見出した。すなわち、本発明の
ポリイミド樹脂無端ベルトは、９．８Ｎの荷重を掛けておこなうＭＩＴ試験法による耐折
回数が３０００回以上であることが好ましく、また、３５００回以上であることがより好
ましい。
【００３８】
　該ＭＩＴ試験法による耐折回数測定は、ＪＩＳ　Ｐ８１１５（１９９４）に準拠（ＪＩ
Ｓ　Ｐ８１１５（１９９４）における「紙及び板紙」を「ポリイミド製フィルム」に読み
かえる）する方法であり、図１に示すＭＩＴ試験機を用いて測定する。図１はＭＩＴ試験
機を説明するための概略構成図である。図１に示すＭＩＴ試験機は折曲げ装置取り付け面
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４に取り付けられた、試験片２を挟み折曲げるための０．３８ｍｍの曲率半径をもつ折曲
げ装置６、プランジャー８に取り付けられた荷重を掛けるためのつかみ具１０からなる。
【００３９】
　前記ＭＩＴ試験法による耐折回数測定の手順は以下のとおりである。試験片２の一方を
折曲げ装置６で挟む。更に試験片２の他の一方をつかみ具１０で挟み、試験片２に９．８
Ｎ（１ｋｇｆ）の荷重をかける。次に折曲げ装置６を１３５±２°の角度で、毎分１７５
±１０回となる速度で回転させて、荷重がかけられた試験片２を折曲げ装置６の曲率面で
繰り返し折り曲げ、ストレスを与えて破断させる。破断までの折り曲げ回数Ｎ（５回測定
の平均値）を、耐折回数とした。
【００４０】
　（表面抵抗率）
　また、本発明のポリイミド樹脂無端ベルトは、導電性フィラーを含有し、表面抵抗率の
常用対数値が９．０～１３．０（ｌｏｇΩ／□）の範囲内であることが好ましく、１０．
０～１２．０（ｌｏｇΩ／□）の範囲内であることがより好ましい。
【００４１】
　前記表面抵抗率の常用対数値が９．０～１３．０（ｌｏｇΩ／□）の範囲内であると、
後述する画像形成装置において、中間転写ベルト或いは転写搬送ベルト等として用いる場
合、トナーの飛び散りがなく高画質が得られるとともに、除電装置がなくてもチャージア
ップによる汚れを防止することができ、好ましい。
【００４２】
　表面抵抗率は、三菱油化(株)製ハイレスターＩＰ及びＨＲプローブを用いて、２２℃、
５５％ＲＨの環境下でＪＩＳ　Ｋ６９１１に従い計算した。ベルトの２４点（幅方向３箇
所×周方向８箇所）を測定し、その平均値をベルトの表面抵抗率とした。
　尚、本発明のポリイミド樹脂無端ベルトに用いる前記導電性フィラーの種類と添加量に
ついては後述する。
【００４３】
＜ポリイミド樹脂無端ベルトの製造方法＞
　本発明のポリイミド樹脂無端ベルトは、ポリイミド前駆体溶液を調製するポリイミド前
駆体溶液調製工程と、ポリイミド前駆体溶液を円筒成形管の外周面又は内周面に塗布して
ポリイミド前駆体塗膜を形成するポリイミド前駆体塗膜形成工程と、前記ポリイミド前駆
体塗膜を加熱によりイミド転化させてポリイミド皮膜を形成するポリイミド皮膜形成工程
と、を経ることにより製造することができ、また、必要に応じて他の工程を経ることがで
きる。
　以下、本発明のポリイミド樹脂無端ベルトの製造方法を工程毎に分けて詳細に説明する
。
【００４４】
－ポリイミド前駆体溶液調製工程－
　本発明の無端ベルトはポリイミド樹脂を主成分とする。ポリイミド樹脂は、高引張弾性
率材料であることから、駆動時に、支持ロール、クリーニングブレード等の応力による変
形が少ないので、前述の本発明のポリイミド樹脂無端ベルトの説明においても記載したよ
うに、カラーレジ等の画像欠陥が生じにくい。尚ここで、主成分とは、無端ベルトの全固
形分中６５質量％以上含有されている成分をさす。
　ポリイミド樹脂は、ポリイミド前駆体を加熱しイミド化反応させることによって得られ
る。ポリイミド前駆体は、通常、略等モルのテトラカルボン酸二無水物或いはその誘導体
と、ジアミンとを溶媒中で重合反応させてポリアミド酸溶液として得られる。
【００４５】
　前記テトラカルボン酸二無水物としては特に制限はなく、具体的には、ピロメリット酸
二無水物、３，３’，４，４’－ベンゾフェノンテトラカルボン酸二無水物、３，３’，
４，４’－ビフェニルテトラカルボン酸二無水物、２，３，３’，４－ビフェニルテトラ
カルボン酸二無水物、２，３，６，７－ナフタレンテトラカルボン酸二無水物、１，２，
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５，６－ナフタレンテトラカルボン酸二無水物、１，４，５，８－ナフタレンテトラカル
ボン酸二無水物、２，２’－ビス（３，４－ジカルボキシフェニル）スルホン酸二無水物
、ペリレン－３，４，９，１０－テトラカルボン酸二無水物、ビス（３，４－ジカルボキ
シフェニル）エーテル二無水物、エチレンテトラカルボン酸二無水物等が挙げられる。
　また、より高弾性率を得る材料として、３，３’，４，４’－ベンゾフェノンテトラカ
ルボン酸二無水物、３，３’，４，４’－ビフェニルテトラカルボン酸二無水物、２，３
，６，７－ナフタレンテトラカルボン酸二無水物、１，２，５，６－ナフタレンテトラカ
ルボン酸二無水物等がより好ましく用いられる。
【００４６】
　一方、前記ジアミンも特に制限はなく、具体的には、４，４’－ジアミノジフェニルエ
ーテル、４，４’－ジアミノジフェニルメタン、３，３’－ジアミノジフェニルメタン、
３，３’－ジクロロベンジジン、４，４’－ジアミノジフェニルスルフィド、３，３’－
ジアミノジフェニルスルフォン、１，５－ジアミノナフタレン、ｍ－フェニレンジアミン
、ｐ－フェニレンジアミン、３，３’－ジメチル４，４’－ビフェニルジアミン、ベンジ
ジン、３，３’－ジメチルベンジジン、３，３’－ジメトキシベンジジン、４，４’－ジ
アミノジフェニルスルフォン、４，４’－ジアミノジフェニルプロパン、２，４－ビス（
β－アミノ第三ブチル）トルエン、ビス（ｐ－β－アミノ－第三ブチルフェニル）エーテ
ル、ビス（ｐ－β－メチル－δ－アミノフェニル）ベンゼン、ビス－ｐ－（１，１－ジメ
チル－５－アミノベンチル）ベンゼン、１－イソプロピル－２，４－ｍ－フェニレンジア
ミン、ｍ－キシリレンジアミン、ｐ－キシリレンジアミン、ジ（ｐ－アミノシクロヘキシ
ル）メタン、ヘキサメチレンジアミン、ヘプタメチレンジアミン、オクタメチレンジアミ
ン、ノナメチレンジアミン、デカメチレンジアミン、ジアミノプロピルテトラメチレン、
３－メチルヘプタメチレンジアミン、４，４－ジメチルヘプタメチレンジアミン、２，１
１－ジアミノドデカン、１，２－ビス－３－アミノプロボキシエタン、２，２－ジメチル
プロピレンジアミン、３－メトキシヘキサメチレンジアミン、２，５－ジメチルヘプタメ
チレンジアミン、３－メチルヘプタメチレンジアミン、５－メチルノナメチレンジアミン
、２，１７－ジアミノエイコサデカン、１，４－ジアミノシクロヘキサン、１，１０－ジ
アミノ－１，１０－ジメチルデカン、１２－ジアミノオクタデカン、２，２－ビス〔４－
（４－アミノフェノキシ）フェニル〕プロパン、ピペラジン、Ｈ2Ｎ（ＣＨ2）3Ｏ（ＣＨ2

）2Ｏ（ＣＨ2）ＮＨ2、Ｈ2Ｎ（ＣＨ2）3Ｓ（ＣＨ2）3ＮＨ2、Ｈ2Ｎ（ＣＨ2）3Ｎ（ＣＨ3

）2（ＣＨ2）3ＮＨ2等が挙げられる。
　また、より好ましくは、４，４’－ジアミノジフェニルエーテル、４，４’－ジアミノ
ジフェニルメタン、４，４’－ジアミノジフェニルスルフィド、１，５－ジアミノナフタ
レン、ｍ－フェニレンジアミン、ｐ－フェニレンジアミン等が挙げられ、特には、ｐ－フ
ェニレンジアミン、４，４’－ジアミノジフェニルエーテルが好ましく用いられる。
【００４７】
　テトラカルボン酸二無水物とジアミンを重合反応させる際の溶媒としては、溶解性等の
点より極性溶媒が好適に挙げられる。本発明においては、ポリイミドに可撓性を持たせる
ために、ポリイミド樹脂に対して可塑剤の働きを有するＮ－メチル－２－ピロリドンを用
いることが好ましいが、他の溶媒、例えば、Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド、Ｎ，Ｎ－ジ
メチルアセトアミド、Ｎ，Ｎ－ジエチルホルムアミド、Ｎ，Ｎ－ジエチルアセトアミド、
Ｎ，Ｎ－ジメチルメトキシアセトアミド、ジメチルスルホキシド、ヘキサメチルホスホル
トリアミド、テトラメチレンスルホン、ジメチルテトラメチレンスルホン等を用いてもよ
い。これらは単数で用いても、又は複数併用してもよい。
【００４８】
　前記ポリイミド前駆体溶液の固形分濃度は、５～４０質量％であることが好ましく、１
０～３０質量％であることがより好ましい。前記固形分濃度が４０質量％以内であること
により、後述する円筒成形管への塗布が容易に行え塗膜の均一性が確保できるとともに、
成型後のポリイミド樹脂無端ベルト内部に残留する溶媒量を規定の量に保つことができる
。また、前記固形分濃度が５質量％以上であることにより、十分な強度を有する膜厚を得
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ることができる。前記ポリイミド前駆体溶液の粘度について特に制限はないが、一般的に
、１～５００Ｐａ・ｓの粘度のものが扱いやすい。
【００４９】
　本発明のポリイミド樹脂無端ベルトは、ポリイミド樹脂中に無機或いは有機の導電性フ
ィラーを含有することができる。導電性物質としては特に制限はないが、分散性に優れ、
好適な抵抗範囲を制御しやすく、環境による抵抗変動が少ないという点で、カーボンブラ
ックを用いることが好ましく、それらの利点を最大限に利用でき、また中間転写ベルトと
して使用したときに抵抗の維持性に優れた酸性カーボンブラックを用いることがより好ま
しい。これらはポリイミド前駆体溶液に直接分散させてもよいし、ポリイミド前駆体の重
合時に予め溶剤中に分散させておく方法を用いてもよい。また、分散の方法としては特に
制限されることはなく、例えば、ボールミルや超音波等で分散させる方法がある。
【００５０】
－ポリイミド前駆体塗膜形成工程－
　上記より得たポリイミド前駆体溶液を、円筒成形管の外周面又は内周面に塗布すること
により、ポリイミド前駆体塗膜を形成する。該塗布の方法としては、例えば、ポリイミド
前駆体溶液を円筒成形管の内周面に塗布する方式や、更に遠心成型をおこなう方式、或い
は、外周面に浸漬する方式などの適宜な方式で行うことができる（特開昭６１－９５３６
１号公報、特開昭６４－２２５１４号公報、特開平３－１８０３０９号公報等参照）。
【００５１】
　円筒成形管としては、例えば、アルミニウムや銅、ステンレス等の金属からなる円筒成
形管を好ましく用いることができる。尚、前記円筒成形管がアルミニウムからなる場合、
３５０℃に加熱すると強度が低下して変形を起こしやすい。このようなアルミニウムの熱
変形は、円筒成形管形状への冷間加工中に歪みが蓄積していると発生しやすい。そのよう
な歪みを取り去るには、アルミニウムを焼鈍（焼きなまし：アルミニウム素材を３５０～
４００℃に加熱し、空気中で自然に冷却する）する方法が挙げられる。但し、焼鈍によっ
ても熱変形が起こるので、所定形状への加工は、その後に施す必要がある。
【００５２】
　円筒成形管の内周面に塗布を行う場合、その内周面の表面粗さは、それを用いて作製さ
れるポリイミド樹脂無端ベルトの外周面の粗さを決定する。そのため、該円筒成形管の内
周面の表面粗さＲａは、０．２μｍ以下であることが好ましい。
　一方、円筒成形管の外周面に塗布を行う場合には、上記と同様にポリイミド樹脂無端ベ
ルトの内周面の粗さを決定するため、該円筒成形管の外周面の表面粗さＲａは、０．２μ
ｍ以下であることが好ましい。
【００５３】
　また、前記金属からなる円筒成形管の表面（内周面又は外周面）に、ポリイミド前駆体
溶液を直接塗布する場合には、後述するポリイミド皮膜形成工程において、形成されたポ
リイミド皮膜が円筒成形管表面に接着する可能性が高いため、離型性を付与する必要があ
る。そのため、円筒成形管の内周面又は外周面に離型剤層を形成することが好ましい。前
記離型剤としては、シリコーン系やフッ素系のオイルを変性して耐熱性を持たせたものが
有効である。また、シリコーン樹脂の超微粒子を水に分散させた水系離型剤も用いること
ができる。離型剤層は離型剤を塗布し、溶剤を乾燥させて、そのまま、或いは焼き付け処
理をして形成される。
【００５４】
　円筒成形管に塗布する方法として、まず内周面に塗布する方法を具体的に説明する。た
だし、ここで説明する方式は、本発明を制限するものではない。塗布装置の主要部の概略
図は、図２により説明する（但し、周辺装置は省略）。
　図２において、円筒成形管２１を矢印Ａの方向に回転させながら、ポリイミド前駆体溶
液２６を容器２４から、ノズル２５を通して流下させる。このとき加圧装置２７によって
ポリイミド前駆体溶液２６に吐出圧力が掛けられる。加圧装置２７の方式には特に制限は
なく、具体的には、圧縮空気や高粘度液対応のモーノポンプ等が用いられる。ノズル２５
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は、容器２４に取り付けてもよいが、両者を離して管で連結し、容器２４を別置きに固定
してもよい。また、ノズル２５の吐出口の大きさ・形状にも制限はなく、所定粘度のポリ
イミド前駆体溶液を、所定圧力のもとで、所定速度で吐出できるものとする。ノズル２５
はポリイミド前駆体溶液２６を吐出しながら矢印Ｂの方向に進み、らせん状の塗布をおこ
なう。ノズル２５と円筒成形管２１の距離は任意でよく、０．５ｍｍ～１００ｍｍ程度が
好ましい。
　このように円筒成形管の内周面にポリイミド前駆体溶液を塗布した場合は、円筒成形管
２１を高速回転させる遠心成形法によって塗膜の膜厚を平坦化させることが可能である。
また、高速回転させなくても、ポリイミド分子をさらに円周方向に配向させる目的を兼ね
て、ヘラ２８で、塗布面表面を円周方向にらせん状に擦りながらせん断力を与え、膜厚を
平坦化させることも可能である。へら２８は、ポリイミド前駆体溶液２６に侵されない材
料、例えば、ポリエチレンやフッソ樹脂等のプラスチックや真鍮、ステンレス等の金属の
薄い板から成ることが好ましく、弾力性を有することが好ましい。ヘラ２８を通過した直
後は筋が残ることがあるが、円筒成形管２１を回転させ続けると、液の流動性により、筋
は時間と共に消滅する。ノズル２５とヘラ２８は連動させて塗布することもできる。
【００５５】
　次に、円筒成形管の外周面に塗布する方法について、塗布装置の主要部の概略図である
図３により説明する（但し、周辺装置は省略）。図３において、円筒成形管４１を矢印Ｃ
の方向に回転させながら、ポリイミド前駆体溶液４６を容器４４から、ノズル４５を通し
て、流下させる。このとき加圧装置４７によってポリイミド前駆体溶液４６に吐出圧力が
掛けられる。加圧装置４７の方式には特に制限はなく、具体的には、前記図２の説明にお
けるものと同様のものが用いられる。ノズル４５は、容器４４に取り付けてもよいが、両
者を離して管で連結し、容器４４を別置きに固定してもよい。また、ノズル４５の吐出口
の大きさ・形状にも制限はなく、所定粘度のポリイミド前駆体溶液を、所定圧力のもとで
、所定速度で吐出できるものとする。ノズル４５はポリイミド前駆体溶液４６を吐出しな
がら矢印Ｄの方向に進み、らせん状の塗布をおこなう。ノズル４５と円筒成形管４１の距
離は任意でよく、０．５ｍｍ～１００ｍｍ程度が好ましい。
　流下したポリイミド前駆体溶液４６は、へら４８により平坦化される。へら４８の材質
としては、前記図２の説明におけるものと同様のものが挙げられる。これを、例えば幅１
０～５０ｍｍ程度に成形し、軽く円筒成形管４１外周に押し当てる。ポリイミド前駆体溶
液が通過すれば、へら４８は円筒成形管４１からある隙間をもって離れ、その際にポリイ
ミド前駆体溶液を押し広げるのである。このとき、ポリイミド前駆体溶液の厚みを制御す
る。
【００５６】
　円筒成形管の外周面に塗布する方法としては、上記以外にも、円筒成形管を縦置きに配
置した状態で塗布をおこなう突き上げ塗布方法や浸漬塗布方法などを用いることができる
。
【００５７】
　また、上記ポリイミド前駆体塗膜の形成は、イミド化し乾燥した後のベルト膜厚が５０
～１００μｍとなるように形成することが好ましい。ベルト膜厚が上記範囲内となること
により、長期間の使用に耐え得る強度と、高画質を得るための曲げ硬さとを両立させやす
くなるとともに、ベルトの体積抵抗値を適切に制御できるという利点がある。
【００５８】
－ポリイミド皮膜形成工程－
　本発明のポリイミド樹脂無端ベルトにおいては、ベルト中に残留する溶媒量を１．５質
量％～５．０質量％とする必要があり、また、ベルト外周表面から膜厚方向へ３μｍ以内
の領域に存在する溶媒量を０．１質量％以下とする必要がある。そのためには、ポリイミ
ド樹脂の種類によって詳細は異なるものの、イミド化反応開始温度（２４０℃～２８０℃
）まで急速に加熱し、短時間でイミド化反応を終了させた後、急速に冷却する必要がある
。
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【００５９】
　具体的には、前記ポリイミド前駆体溶液を円筒成形管に塗布した後、周方向の膜厚ムラ
（液ダレ）を防ぐために１分間に数回転の低速で回転を続けながら、３℃／分～１０℃／
分の昇温速度（塗膜の膜厚、固形分濃度により異なる）で一気に前記イミド化反応開始温
度（ポリイミド樹脂の種類によって異なる）まで、加熱をおこなう。このとき、ポリイミ
ド前駆体塗膜のイミド化反応が十分進行していない状態で加熱を続けると、塗膜内部の溶
媒及びイミド化反応によって発生する水蒸気によって塗膜にフクレが生じることがある。
すなわち、ここではイミド化反応と溶媒の蒸発の進行速度のバランスが重要である。円筒
成形管を前記イミド化反応開始温度（ポリイミド樹脂の種類によって異なる）まで加熱し
、イミド化を適度に進行させ、塗膜強度を高めた後は、溶媒及びイミド化反応によって発
生する水蒸気を徐々に揮発させることが重要であり、イミド化を進行させながら、１℃／
分～３℃／分の比較的ゆっくりした速度で、イミド化反応完了温度（２８０℃～４００℃
：ポリイミド樹脂の種類によって異なる）まで加熱を続け、イミド化を完了させる。
【００６０】
　前記ポリイミド前駆体塗膜形成工程で、円筒成形管を縦置きに配置した状態で外周面に
塗布をおこなう場合は、周方向の膜厚ムラ（液ダレ）を防ぐために、一度、円筒成形管を
横置きに配置し直し、１分間に数回転の低速で回転を続けながら、塗膜が液ダレを起こさ
ない程度まで乾燥させることが好ましい。その場合でも、前記イミド化反応開始温度まで
は３℃／分～１０℃／分の早い昇温速度で円筒成形管を加熱することが必要である。塗膜
が液ダレを起こさない程度まで乾燥させた後は、回転を止めても、回転を続けたままでも
よく、また、円筒成形管を再度縦置きに配置し直してもよいが、できるだけ円筒成形管の
温度を低下させることなく、速やかに前記イミド化反応開始温度まで加熱をおこない、そ
の後、１℃／分～３℃／分の比較的ゆっくりした速度で前記イミド化反応完了温度まで加
熱を続け、イミド化を完了させることが必要である。尚、円筒成形管の向きを変えるなど
、一旦加熱を止める必要がある場合には、溶媒の沸点より十分低い温度で、塗膜中の溶媒
量が３５質量％以上残存する状態でおこなうとよい。特に、溶媒がＮ－メチル－２－ピロ
リドンの場合には、１５０℃以下が塗膜中の溶媒量が３５質量％以上残存する状態の目安
であり、その後の急速加熱でも塗膜のフクレを防ぐことができる。
【００６１】
　円筒成形管の温度が上記イミド化反応完了温度に到達したら、１０～６０分間加熱保持
をおこない、イミド化を完全に終了させたのち、速やかに室温まで冷却をおこなう。
　このようにして得られたポリイミド皮膜を、必要な幅にカットして、本発明のポリイミ
ド樹脂無端ベルトを得ることができる。
【００６２】
＜画像形成装置＞
　本発明の画像形成装置は、前記本発明のポリイミド樹脂無端ベルトを有することを特徴
とする。
【００６３】
　上記本発明の画像形成装置によれば、環境の変化や長期間の使用に対しても変形が少な
い高弾性率と、小さなキズや折れによっても割れにくく、曲率の小さな感光体を用いても
ニップ追従性が良いために転写性を損なうことのない可撓性と、を兼ね備え、また、高速
適用性、耐久性、強度に優れると共に、繰り返しの使用によっても部分的な抵抗低下をお
こさない本発明のポリイミド樹脂無端ベルトを、例えば、中間転写ベルト、転写搬送ベル
ト等として用いているため、該ベルトの寿命が長く、トナーの飛び散りが少ないとともに
、除電装置がなくてもチャージアップによる汚れを防止でき、且つ、高品質な画像が得ら
れる画像形成装置を低コストで提供することができる。
【００６４】
　以下、本発明の画像形成装置について詳細に説明する。
　前記本発明のポリイミド樹脂無端ベルトは、例えば、電子写真方式の画像形成装置の中
間転写ベルト、転写搬送ベルト等に用いることができる。また、それらの中でも中間転写
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ベルトとして用いた場合には、特に、その効果を有効に発揮することができる。
【００６５】
　また、本発明の画像形成装置は、電子写真方式のものであれば特に限定されるものでは
なく、例えば、現像装置内に単色のトナーのみを収容するモノカラー画像形成装置や、感
光体ドラム等の潜像担持体上に形成されたトナー像を中間転写体に順次一次転写を繰り返
すカラー画像形成装置、各色毎の現像器を備えた複数の潜像担持体を中間転写体上に直列
に配置したタンデム型カラー画像形成装置等のいずれでもよい。
【００６６】
　ここで、本発明の画像形成装置の一例を図４に示す。図４はポリイミド樹脂無端ベルト
を中間転写ベルトに用いたタンデム型の画像形成装置の要部部分を説明する模試図である
。
　前記画像形成装置は、各色（本例では４色）毎に設けられた感光体ドラム（潜像担持体
）６９と、この感光体ドラム６９からトナー像を転写させるために各感光体ドラム６９に
接触する中間転写ベルト７６とを有する。
　感光体ドラム６９は光の照射によって抵抗値が低下する感光層を備えたものであり、各
感光体ドラム６９の周囲には、感光体ドラム６９を帯電する帯電装置７３と、帯電された
感光体ドラム６９上に各色成分の静電潜像を書込む露光装置６８と、感光体ドラム６９上
に形成された各色成分潜像を各色成分トナーにて可視像化する現像装置７５と、前記中間
転写ベルト７６と、感光体ドラム６９上の残留トナーを除去するクリーニング装置（感光
体クリーナー）７４とが配設されている。
【００６７】
　ここで、帯電装置７３としては、例えば帯電ロールが用いられるが、コロトロンなどの
帯電器を用いてもよい。
　また、露光装置６８は感光体ドラム６９上に光によって像を書込めるものであればよく
、本例では、例えばＬＥＤを用いたプリントヘッドが用いられるが、これに限られるもの
ではなく、ＥＬを用いたプリントヘッドでも、レーザビームをポリゴンミラーでスキャン
するスキャナなど適宜選定して差し支えない。
　更に、現像装置７５は各色成分トナーが収容された現像器を搭載したものであり、例え
ば感光体ドラム６９上で露光によって電位が低下した部分に各色成分トナーを付着させる
ものであれば適宜選定して差し支えなく、使用するトナーも形状、粒径など特に制限はな
く、感光体ドラム６９上の静電潜像上に正確にのるものであればよい。
　更にまた、クリーニング装置７４については、感光体ドラム６９上の残留トナーを除去
するものであれば、ブレードクリーニング方式を採用したもの等適宜選定して差し支えな
い。但し、転写率の高いトナーを使用する場合にはクリーニング装置７４を使用しない態
様もあり得る。
【００６８】
　また、中間転写ベルト７６は、バックアップロール６３、テンションロール６４、駆動
ロール７１の３つのロールに掛け渡されるものであって、現像装置７５とクリーニング装
置７４との間に位置する感光体ドラム６９面に密着配置されている。
【００６９】
　中間転写ベルト７６が感光体ドラム６９に密着した接触領域の一部には中間転写ベルト
７６の裏側から一次転写装置としての一次転写ロール７０が接触配置されており、所定の
一次転写バイアスが印加されている。
　更に、中間転写ベルト７６のバックアップロール６３に対向した部位には、二次転写装
置としての二次転写ロール６５が対向配置されており、例えば二次転写ロール６５に所定
の二次転写バイアスが印加され、バックアップロール６３が接地されている。
　更にまた、中間転写ベルト７６の駆動ロール７１に対向した部位には、ベルト上に残留
したトナーを除去するクリーニング装置（転写クリーナー）７２が配設されており、この
クリーニング装置７２には所定のクリーニングバイアスが印加され、駆動ロール７１が接
地されている。
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　また、用紙などの記録媒体６６は、供給トレイ６７に収容されており、そこから二次転
写部位に供給されて二次転写され、その後定着ロール６２へ搬送されて定着され、画像形
成装置外へ排出されるようになっている。
【００７０】
　このような画像形成装置の作動について説明すると、画像形成装置が作像動作を開始す
ると、各感光体ドラム６９上に各色成分トナー像が順次形成され、一次転写ロール７０の
転写電界により中間転写ベルト７６上に順次一次転写される。しかる後、この中間転写ベ
ルト７６に一次転写されたトナー像は二次転写ロール６５の転写電界により記録媒体６６
に二次転写され、定着工程へと運ばれる。
【実施例】
【００７１】
　以下、本発明を実施例により具体的に説明する。ただし、各実施例は、本発明を制限す
るものではない。尚、以下において「％」は、特に断りのない限り「質量％」を意味する
。
（実施例１）
　［ポリイミド樹脂無端ベルトの作製］
　３，３’，４，４’－ビフェニルテトラカルボン酸二無水物とｐ－フェニレンジアミン
とをＮ－メチル－２－ピロリドン中で合成した１８％濃度のポリイミド前駆体溶液を用意
し、その中にカーボンブラック（ＳＰＥＣＩＡＬ　ＢＬＡＣＫ　４、Ｄｅｇｕｓｓａ社製
）の所定量を、サンドミルを用いて室温で６時間分散させ、カーボンブラックが分散して
いるポリイミド前駆体溶液を調製した。該ポリイミド前駆体溶液の粘度は、室温で３０Ｐ
ａ・ｓであった。
【００７２】
　外径１９８ｍｍ、長さ４００ｍｍ、の焼鈍済みのアルミニウム製円筒成形管を用意し、
外周表面（粗さＲａ：０．０５μｍ）にシリコーン系離型剤（商品名：ＫＳ７００、信越
化学（株）製）を塗布して、３８０℃で１時間、焼き付け処理をした。
【００７３】
　塗布工程として、図３に示すように、円筒成形管４１の軸方向を水平にして、２０ｒｐ
ｍで回転させた。円筒成形管４１の外周面に、ポリイミド前駆体溶液４６を、容器４４か
ら口径３ｍｍのノズル４５を通して、エア圧０．６ＭＰａにて、１５ｍｌ／分の流量で押
し出した。次いで、ノズル４５とへら４８を６０ｍｍ／分の速度で、矢印Ｄの方向に移動
させて塗布した。尚、塗布の際には、円筒成形管４１の両端に１０ｍｍずつの不塗布部分
を設けた。
【００７４】
　さらに水平のままオーブンに入れ、６ｒｐｍで回転させながら８℃／分の速度で２５０
℃まで加熱し、そのまま２０分間保温した後、回転を止め、１．５℃／分の速度で３４０
℃まで再加熱し、３４０℃に達したところで１０分間保持して、カーボンブラック分散ポ
リイミド皮膜を形成した。
　その後、－８℃／分で円筒成形管４１を急速冷却させ、１１０℃になったところでオー
ブンから取り出し、そのまま室温まで放置した。
　円筒成形管４１から外したカーボンブラック分散ポリイミド皮膜の幅を３５０ｍｍに切
り揃え、ポリイミド樹脂製の半導電性無端ベルトとした。
【００７５】
　得られたベルト内部に残留するＮ－メチル－２－ピロリドン（以下、「ベルト全体の残
留溶媒」という。）を、前述した方法によって熱抽出し定量したところ、２．１％であっ
た。また、ベルトの外周表面から膜厚方向へ３μｍの深さまでカミソリで削り、その削り
粉中に残留するＮ－メチル－２－ピロリドン（以下、「表面部分の残留溶媒」という。）
を、同様に熱抽出して定量したところ、０．０６％であった。
　また、得られたベルトの外周面（転写面）と内周面（裏面）の表面粗さＲａを、前述し
た方法で測定したところ、外周面、内周面ともに０．０５μｍであった。
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　また、得られたベルトの可撓性を評価するため、前述のＭＩＴ試験法による耐折回数を
測定したところ、３０８５回であった。
　また、得られたベルトの表面抵抗率を前述の方法により測定したところ、その常用対数
値は、１０．６ＬｏｇΩ／□であった。
【００７６】
　［評価］
　上記より得られたベルトを、図４に示すタンデム型画像形成装置に中間転写ベルトとし
て取り付け、以下の評価を行った。
　－カラーレジ評価－
　テスト画像を繰り返しプリントし、以下の基準より評価を行った。
　○：繰り返しのプリントに対してもカラーレジ（色ズレ）が発生しない。
　×：繰り返しのプリントに対してカラーレジ（色ズレ）が発生した。
【００７７】
　－転写性評価－
　テスト画像をプリントし、以下の基準よりプロセス方向細線部分の転写性の評価を、目
視観察にて行った。
　○：プロセス方向細線の転写性に問題はなく、良好なプリント画像が得られた。
　×：プロセス方向細線部分が転写不良を起こし、破線となった。
【００７８】
　本実施例においては、上記カラーレジは発生せず、また転写性も良好であった。
【００７９】
　－抵抗低下試験－
　得られたベルトを取り付けた上記画像形成装置を１０℃、１５％ＲＨの温湿度環境下に
置き、葉書サイズの用紙を用いて、連続３００００枚のハーフトーン画像のプリントを行
った。そして、ベルト上の用紙接触（通過）部分と非接触（非通過）部分の表面抵抗率の
測定を行い、その差分を計算したところ、０．４ＬｏｇΩ／□であった。
【００８０】
（実施例２）
　［ポリイミド樹脂無端ベルトの作製］
　ポリイミド前駆体溶液（１８％濃度）の成分として３，３’，４，４’－ビフェニルテ
トラカルボン酸二無水物と４，４’－ジアミノジフェニルエーテルとをＮ－メチル－２－
ピロリドン中で合成したものを用いたこと以外は、実施例１と同様に、ポリイミド樹脂製
の半導電性無端ベルトを作製した。
【００８１】
　得られたベルト全体の残留溶媒を、実施例１と同様に定量したところ、１．８％であっ
た。また、ベルトの表面部分の残留溶媒は、０．０４％であった。
　また、得られたベルトの外周面（転写面）と内周面（裏面）の表面粗さＲａを、前述し
た方法で測定したところ、外周面、内周面ともに０．０５μｍであった。
　また、ＭＩＴ試験法による耐折回数を測定したところ４３２０回であり、表面抵抗率は
１１．９ＬｏｇΩ／□であった。
【００８２】
　［評価］
　得られたベルトについて実施例１と同様に評価を行ったところ、カラーレジは発生せず
、また転写性も良好であった。また、抵抗低下試験を行ったところ、その値は０．２Ｌｏ
ｇΩ／□であった。
【００８３】
（実施例３）
　［ポリイミド樹脂無端ベルトの作製］
　円筒成形管の外周表面をガラスビーズによってブラスト加工し、表面粗さＲａ１．５μ
ｍとした以外は、実施例１と同様にポリイミド樹脂製の半導電性無端ベルトを作製した。
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【００８４】
　得られたベルト全体の残留溶媒を、実施例１と同様に定量したところ、１．７％であっ
た。また、ベルトの表面部分の残留溶媒は、０．０４％であった。
　また、得られたベルトの外周面（転写面）と内周面（裏面）の表面粗さＲａを、前述し
た方法で測定したところ、外周面は０．１４μｍであり、内周面は１．５μｍであった。
　また、ＭＩＴ試験法による耐折回数を測定したところ３０５０回であり、表面抵抗率は
１０．５ＬｏｇΩ／□であった。
【００８５】
　［評価］
　得られたベルトについて実施例１と同様に評価を行ったところ、カラーレジは発生せず
、また転写性も良好であった。
　また、抵抗低下試験を行ったところ、その値は０．８ＬｏｇΩ／□であり、用紙接触部
分の抵抗値が若干悪化していた。試験終了後にハーフトーン画像をプリントしたところ、
試験で用いた用紙が走行した部分（用紙接触部分）のプロセス方向の濃度が、試験用紙の
幅に合わせて若干低下していた。
【００８６】
（比較例１）
　［ポリイミド樹脂無端ベルトの作製］
　実施例１と同様のカーボンブラック分散ポリイミド前駆体溶液を用意した。該ポリイミ
ド前駆体溶液を、図２に示すように、軸方向を水平にして２０ｒｐｍで回転させている円
筒成形管２１の内周面に、容器２４から口径３ｍｍのノズル２５を通して、エア圧０．６
ＭＰａにて、１５ｍｌ／分の流量で押出し、次いで、ノズル２５とへら２８を６０ｍｍ／
分の速度で、矢印Ｂの方向に移動させて塗布した。尚、塗布の際には、円筒成形管２１の
両端に１０ｍｍずつの不塗布部分を設けた。そして、円筒成形管２１の両端部に蓋をし、
水平のまま、６００ｒｐｍで２０分間遠心成形をおこなうことによって、ポリイミド前駆
体塗膜を形成した。
【００８７】
　ここで用いた円筒成形管２１は、内径２０３ｍｍ、長さ４５０ｍｍ、のステンレス製円
筒成形管であり、内周表面（粗さＲａ：０．０５μｍ）にシリコーン系離型剤（商品名：
ＫＳ７００、信越化学（株）製）を塗布して、３８０℃で１時間、焼き付け処理をしたも
のである。
　塗布終了後は、実施例１と同様に加熱、冷却をおこない、ポリイミド樹脂製の半導電性
無端ベルトを作製した。
【００８８】
　得られたベルト全体の残留溶媒を、実施例１と同様に定量したところ、２．３％であっ
た。また、ベルトの表面部分の残留溶媒は、１．５％であった。
　また、得られたベルトの外周面（転写面）と内周面（裏面）の表面粗さＲａを、前述し
た方法で測定したところ、外周面、内周面ともに０．０５μｍであった。
　また、ＭＩＴ試験法による耐折回数を測定したところ３２１０回であり、表面抵抗率は
１０．５ＬｏｇΩ／□であった。
【００８９】
　［評価］
　得られたベルトについて実施例１と同様に評価を行ったところ、カラーレジは発生せず
、また転写性も良好であった。
　しかし、抵抗低下試験を行ったところ、その値は１．５ＬｏｇΩ／□であり、用紙接触
部分の抵抗値が非常に悪化していた。試験終了後にハーフトーン画像をプリントしたとこ
ろ、試験で用いた用紙が走行した部分（用紙接触部分）のプロセス方向の濃度が、試験用
紙の幅に合わせて低下していた。
【００９０】
（比較例２）
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　［ポリイミド樹脂無端ベルトの作製］
　比較例１と同様に作製したベルトを、実施例１で用いた円筒成形管に差込み、８℃／分
の速度で３４０℃まで再加熱し、１０分間加熱保持した後、－８℃／分で室温まで急速冷
却させた。
【００９１】
　得られたベルト全体の残留溶媒を、実施例１と同様に定量したところ、０．０１％であ
った。また、ベルトの表面部分の残留溶媒は検出できなかった。
　得られたベルトの外周面（転写面）と内周面（裏面）の表面粗さＲａを、前述した方法
で測定したところ、外周面、内周面ともに０．０５μｍであった。
　得られたベルトのＭＩＴ試験法による耐折回数を測定したところ１２０回であり、表面
抵抗率は９．８ＬｏｇΩ／□であった。
【００９２】
　［評価］
　得られたベルトについて実施例１と同様に評価を行ったところ、カラーレジは発生しな
かったが、転写性評価においては、プロセス方向細線の一部が転写不良をおこし破線とな
った。
　また、抵抗低下試験を行ったところ、その値は０．２ＬｏｇΩ／□であった。
【００９３】
　上記、実施例１～３及び比較例１～２の結果等を、下記表１にまとめる。
【００９４】
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【表１】

【００９５】
（参考例１）
　［ポリイミド樹脂無端ベルトの作製］
　３，３’，４，４’-ビフェニルテトラカルボン酸二無水物とｐ-フェニレンジアミンと
をＮ－メチル－２－ピロリドン中で合成した１８％濃度のポリイミド前駆体溶液を用意し
、その中にカーボンブラック（ＳＰＥＣＩＡＬ　ＢＬＡＣＫ　４、Ｄｅｇｕｓｓａ社製）
の所定量を、サンドミルを用いて室温で６時間分散させ、カーボンブラックが分散してい
るポリイミド前駆体溶液を調製した。該ポリイミド前駆体溶液の粘度は、室温で３０Ｐａ
・ｓであった。
【００９６】
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　内径３０１ｍｍ、長さ４００ｍｍ、のステンレス製円筒成形管を用意し、内周表面（粗
さＲａ：０.０５μｍ）にシリコーン系離型剤（商品名：ＫＳ７００、信越化学（株）製
）を塗布して、３８０℃で１時間、焼き付け処理をした。
【００９７】
　塗布工程として、図２に示すように、円筒成形管２１の軸方向を水平にして、２０ｒｐ
ｍで回転させた。円筒成形管２１の内周面に、ポリイミド前駆体溶液２６を、容器２４か
ら口径３ｍｍのノズル２５を通して、エア圧０．８ＭＰａにて、２３ｍｌ／分の流量で押
し出した。次いで、ノズル２５とへら２８を６０ｍｍ／分の速度で、矢印Ｂの方向に移動
させて塗布した。尚、塗布の際には、円筒成形管２１の両端に１０ｍｍずつの不塗布部分
を設けた。
【００９８】
　次に、円筒成形管２１の両端部に蓋をし、水平のまま、６００ｒｐｍで２０分間遠心成
形をおこなった。
　さらに水平のままオーブンに入れ、６ｒｐｍで回転させながら８℃／分の速度で２５０
℃まで加熱し、そのまま２０分間保温した後、回転を止め、１．５℃／分の速度で３２０
℃まで再加熱し、３２０℃に達したところで１０分間保持して、カーボンブラック分散ポ
リイミド樹脂皮膜を形成した。
【００９９】
　その後、－８℃／分で円筒成形管２１を急速冷却させ、１１０℃になったところで熱風
炉から取り出し、そのまま室温まで放置した。
　円筒成形管２１から外したカーボンブラック分散ポリイミド樹脂皮膜の幅を３５０ｍｍ
に切り揃え、ポリイミド樹脂製の半導電性無端ベルトとした。
【０１００】
　得られたベルト全体の残留溶媒を、実施例１と同様に定量したところ、２．４％であっ
た。
　得られたベルトについて、ＪＩＳ　Ｋ７１２７（１９９９年）に規定される引張り弾性
率を、前述した方法によって測定したところ７．２ＧＰａであった。
　また、ＭＩＴ試験法による耐折回数を測定したところ、３３２０回であった。
　得られたベルトから、幅２５．４ｍｍ、長さ２１０ｍｍ（測定長さ１４９ｍｍ）の試験
片を切り出し、前述した方法で、吸湿膨張率を測定したところ、１４．５ｐｐｍ／％ＲＨ
であった。
　また、表面抵抗率は１１．４ＬｏｇΩ/□であった。
【０１０１】
　［評価］
　上記より得られたベルトを、図４に示すタンデム型画像形成装置に中間転写ベルトとし
て取り付け、以下の評価を行った。
　－カラーレジ評価－
　実施例１と同様の方法、及び基準より評価を行った。
【０１０２】
　－転写性評価－
　実施例１と同様の方法、及び基準より評価を行った。
【０１０３】
　－ベルト割れ評価－
　得られたベルトの端部に意識的にキンクを作り（ベルト端部を図５のように摘んでベル
ト周方向と平行する５ｍｍ程度のキンクを発生させる）、そのベルトを上記と同様に図４
に示すタンデム型の画像形成装置に中間転写ベルトとして取り付け、下記の基準よりベル
ト割れ評価を行った。
　○：連続して１０００枚のテストプリントをした後も、問題なく良好なプリント画像を
得ることができた。
　×：連続して１０００枚のテストプリントをしたところ、キンクの部分からベルト割れ
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が観察された。
　××：キンクを作ろうとしたところ、その場でベルトが割れた。
【０１０４】
　－ブリード評価－
　得られたベルトを２０ｍｍ角に切り取り、有機感光体上にセロテープ（登録商標）で貼
り付け、３５℃で４８時間放置し、以下の基準よりブリード評価を行った。
　○：感光体上に、特に変質等は認められない。
　×：感光体上に、試験片の形状に沿って目視で観察できる変質が認められた。
【０１０５】
　本参考例においては、上記カラーレジは発生せず、また転写性も良好であった。更に、
ベルト割れは発生せず良好なプリント画像が得られ、ブリード評価における感光体上の変
質等も認められなかった。
【０１０６】
（参考例２）
　イミド化のための加熱工程において、最終到達温度３２０℃で４０分間加熱を保持した
以外は、参考例１と同様にポリイミド樹脂製の半導電性無端ベルトを作製した。
【０１０７】
　得られたベルト全体の残留溶媒量は１．７％であり、引張り弾性率は６．５ＧＰａであ
り、ＭＩＴ試験法による耐折回数は３０５０回であり、吸湿膨張率は１５．３ｐｐｍ／％
ＲＨであり、表面抵抗率は１０．８ＬｏｇΩ/□であった。
【０１０８】
　［評価］
　得られたベルトについて参考例１と同様に評価を行ったところ、カラーレジは発生せず
、また転写性も良好であった。更に、ベルト割れは発生せず良好なプリント画像が得られ
、ブリード評価における感光体上の変質等も認められなかった。
【０１０９】
（比較例３）
　イミド化のための加熱工程において、最終到達温度を３３０℃とし６０分間加熱を保持
した以外は、参考例１と同様にポリイミド樹脂製の半導電性無端ベルトを作製した。
【０１１０】
　得られたベルト全体の残留溶媒量は０．８％であり、引張り弾性率は７．８ＧＰａであ
り、ＭＩＴ試験法による耐折回数は１５４５回であり、吸湿膨張率は１４．５ｐｐｍ／％
ＲＨであり、表面抵抗率は１２．３ＬｏｇΩ/□であった。
【０１１１】
　［評価］
　得られたベルトについて参考例１と同様に評価を行ったところ、カラーレジは発生しな
かったが、転写性評価においては、プロセス方向細線の一部が転写不良をおこし破線とな
った。更に、ベルト割れ評価においては、連続１０００枚プリントしたところ、プリント
終了後に、キンクの部分からベルトが割れ始めていることが観察できた。尚、ブリード評
価における感光体上の変質等は認められなかった。
【０１１２】
（比較例４）
　イミド化のための加熱工程において、最終到達温度を３５０℃とし１２０分間加熱を保
持した以外は、参考例１と同様にポリイミド樹脂製の半導電性無端ベルトを作製した。
【０１１３】
　得られたベルト全体の残留溶媒量は０．１％であり、引張り弾性率は８．０ＧＰａであ
り、ＭＩＴ試験法による耐折回数は１１５回であり、吸湿膨張率は１４．３ｐｐｍ／％Ｒ
Ｈであり、表面抵抗率は１２．７ＬｏｇΩ/□であった。
【０１１４】
　［評価］
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　得られたベルトについて参考例１と同様に評価を行ったところ、カラーレジは発生しな
かったが、転写性評価においては、プロセス方向細線が転写不良をおこし破線となった。
更に、ベルト割れ評価においては、キンクを作ろうとした段階でベルト割れが発生した。
尚、ブリード評価における感光体上の変質等は認められなかった。
【０１１５】
（比較例５）
　イミド化のための加熱工程において、最終到達温度を３００℃とし、３００℃での加熱
保持をおこなわず、即冷却を開始した以外は、参考例１と同様にポリイミド樹脂製の半導
電性無端ベルトを作製した。
【０１１６】
　得られたベルト全体の残留溶媒量は５．５％であり、引張り弾性率は５．８ＧＰａであ
り、ＭＩＴ試験法による耐折回数は５０００回以上であり、吸湿膨張率は２５ｐｐｍ／％
ＲＨであり、表面抵抗率は９．８ＬｏｇΩ/□であった。
【０１１７】
　［評価］
　得られたベルトについて参考例１と同様に評価を行ったところ、繰り返しのプリントに
対してカラーレジの発生が顕著であった。また転写性は良好であり、ベルト割れも発生し
なかったが、ブリード評価において、感光体上に、試験片の形状に沿って目視で観察でき
る変質が認められた。
　尚、ブリードテストに使用した感光体を図４に示すタンデム型画像形成装置に取り付け
てハーフトーンのテスト画像をプリントしたところ、感光体上の変質部分と同一形状の白
抜けが発生した。
【０１１８】
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【表２】

 
【図面の簡単な説明】
【０１１９】
【図１】ＭＩＴ試験機を説明するための概略構成図である。
【図２】円筒成形管の内周面に塗布するための、塗布装置の主要部の概略構成図である。
【図３】円筒成形管の外周面に塗布するための、塗布装置の主要部の概略構成図である。
【図４】本発明のポリイミド樹脂無端ベルトを中間転写ベルトに用いた電子写真複写機の
一例を示す概略構成図である。
【図５】ベルト割れ評価に用いられるベルトの端部に、意識的にキンクを作る方法を図示
したものである。
【符号の説明】
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【０１２０】
　２　　試験片
　４　　折曲げ装置取り付け面
　６　　折曲げ装置
　８　　プランジャー
　１０　つかみ具
　２１　円筒成形管
　２４　容器
　２５　ノズル
　２６　ポリイミド前駆体溶液
　２７　加圧装置
　２８　ヘラ
　４１　円筒成形管
　４４　容器
　４５　ノズル
　４６　ポリイミド前駆体溶液
　４７　加圧装置
　４８　ヘラ
　６１　トナーカートリッジ
　６２　定着ロール
　６３　バックアップロール
　６４　テンションロール
　６５　二次転写ロール
　６６　記録媒体
　６７　供給トレイ
　６８　露光装置
　６９　感光体ドラム（潜像担持体）
　７０　一次転写ロール
　７１　駆動ロール
　７２　クリーニング装置（転写クリーナー）
　７３　帯電装置
　７４　クリーニング装置（感光体クリーナー）
　７５　現像装置
　７６　中間転写ベルト



(24) JP 4241543 B2 2009.3.18

【図１】 【図２】

【図３】 【図４】



(25) JP 4241543 B2 2009.3.18

【図５】



(26) JP 4241543 B2 2009.3.18

10

20

フロントページの続き

(72)発明者  矢敷　雄一
            神奈川県南足柄市竹松１６００番地　富士ゼロックス株式会社内
(72)発明者  森田　章一
            神奈川県南足柄市竹松１６００番地　富士ゼロックス株式会社内

    審査官  中澤　俊彦

(56)参考文献  特開２００４－１０９４８１（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００２－２８７５２８（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２０００－３１３０７１（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００４－０６２１６９（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２０００－１８７４０３（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００４－０７５７５３（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００４－００４３９３（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００２－１７４９５９（ＪＰ，Ａ）　　　

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              Ｇ０３Ｇ　　１５／１６　
              Ｇ０３Ｇ　　１５／２０
              Ｃ０８Ｇ　　７３／１０
              Ｃ０８Ｌ　　７９／０８


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	drawings
	overflow

